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東三河広域連合告示第９１号 

 

東三河広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 27 年東三河広域連合条例第

25 号）に基づき、令和４年度における東三河広域連合の人事行政の運営等の状況について次のよう

に公表する。 

 

  令和５年１２月１日 

 

                東三河広域連合長  浅 井 由 崇      

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

  令和４年度の職員は構成市町村からの派遣職員 43名と直接雇用職員９名です。 

  また、構成市町村職員を併任している職員が 363 名います。 

 

（１） 職員の任免の状況 

区分 採用 退職 

令和４年度 
１人 

（１人） 

１人 

（１人） 

   （備考） 対象者は、広域連合が直接雇用する職員です。 

        （ ）内は、再任用短時間勤務職員及び短時間任期付職員であり、外書きです。 

 

（２） 職員数 

令和 4年 4月 1日現在 
44 人 

（８人） 

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用する職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

        （ ）内は、再任用短時間勤務職員及び短時間任期付職員であり、外書きです。 

 

２ 職員の給与の状況 

  派遣及び併任職員の給与は、派遣及び併任元の市町村の関係規定を適用し、派遣及び併任元の市町

村から支給します。なお、退職手当を除く支給相当額を基礎として業務量を勘案し算定した額を広域

連合が負担します。 

 

（１） 人件費の状況（令和４年度決算） 

会計別 
歳出額 

Ａ 

実質収支 人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

一般会計 8,930,829 千円 247,873 千円 179,719 千円 2.0％ 

介護保険特別会計 54,216,514 千円 1,502,273 千円 267,255 千円 0.5％ 

合計 63,147,343 千円 1,750,146 千円 446,974 千円 0.7％ 

（備考） 人件費には、広域連合が直接雇用するフルタイム常勤職員、派遣職員、併任職員及び非常勤特別職の報

酬を含みます。 

再任用短時間勤務職員、短時間任期付職員、短時間会計年度任用職員は含まれていません。 
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（２） 給与費の状況（令和４年度決算） 

職員数 

（Ａ） 

給与費 一人当たり

給与費 

（Ｂ／Ａ） 
給料 職員手当 

期末・勤勉 

手当 

計 

（Ｂ） 

44 人 166,010 千円 37,943 千円 64,249 千円 268,202 千円 6,096 千円 

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用するフルタイム常勤職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

 

 

（３） 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和 4年 4月 1日現在） 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

行政職 314,414 円 386,275 円 38.1 

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用するフルタイム常勤職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

        給与月額は、給料、扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当及び通勤手当の合計です。 

 

 

（４） 職員手当の状況 

手当名 支給要件及び支給額 
支給職員一人当たり 

の平均支給月額 

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員の職

のうち、その職務の特殊性に基づき、

特に必要があると認めるものに対し

て支給する。 

支給額は職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額の 100 分

の 25を超えることはできない。 

105,100 円 

地域手当 民間の賃金水準を基礎とし、物価等

を考慮して、職員に地域手当を支給

する。 

地域手当の月額は、給料、管理職手

当の月額の合計額に 100 分の３を乗

じて得た額とする。 

16,737 円 

通勤手当 通勤手当は、通勤している職員（交

通機関を利用し、又は自動車その他

の交通の用具を使用しなければ通勤

することが著しく困難である職員以

外の職員であって、通勤距離が片道

２キロメートル未満であるもの及び

徒歩により通勤する職員を除く。）に

対して支給する。 

通勤手当の月額は、55,000 円を超え

ない範囲内において定める。 

  0 円 

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用するフルタイム常勤職員です。 
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（５） 特別職の報酬の状況 

区分 報酬額 

議長 日額      12,000 円 

副議長 日額      10,000 円 

議員 日額        8,000 円 

選挙管理委員会委員長 日額        7,000 円 

選挙管理委員会委員 日額        7,000 円 

識見を有する者のうちから選任された 

監査委員 

日額        10,000 円 

議員のうちから選任された監査委員 日額         8,000 円 

公平委員会委員長 日額        7,000 円 

公平委員会委員 日額        7,000 円 

情報公開・個人情報保護審査会委員 日額      12,500 円 

行政不服審査会委員 日額      12,500 円 

介護認定審査会委員 事前審査１回   7,000 円 

当日審査日額  14,000 円 

障害支援区分認定審査会委員 日額      21,000 円 

臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱

託員及びこれらの者に準ずる者 

年平均月額  400,000 円以内 

  ※地方公共団体の常勤の職を兼ねる者については、報酬を支給しない。 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１） 勤務時間の状況 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

週 38 時間 45分 ８：30 17：15 12：00～13：00 

  

 

（２） 主な休暇の種類 

区分 付与日数 

年次休暇 20 日 

結婚 連続する５日 

出産 産前８週間、産後８週間 

育児時間 １日２回、各 30 分 

忌引 親族の別により１日～７日 

夏季休暇 ５日 

リフレッシュ休暇 勤続 15 年は連続する２日 

勤続 25 年は連続する３日 
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４ 職員の分限及び懲戒の状況 

 

（１） 職員の分限処分の状況 

処分の種類 処分者数 理由 

休職 １人 腰部脊柱管狭窄症により休務加療を要するため 

降任 ０人  

免職 ０人  

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用する職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

 

（２） 職員の懲戒処分の状況 

処分の種類 処分者数 理由 

免職 ０人  

停職 ０人  

減給 ０人  

戒告 ０人  

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用する職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

 

 

５ 職員の服務の状況 

 

（１） 服務規律の徹底 

当広域連合では、職員として守るべき事項を服務規程に定め、この規定に基づき職務の執行に当

たっています。 

 

（２） 営利企業等への従事許可の状況（令和４年度中に新たに許可した職員数） 

営利企業等従事許可 ３件 

（備考） 対象者は、広域連合が直接雇用する職員及び構成市町村からの派遣職員です。 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１） 研修の状況 

【令和４年度実績】 

区分 主な研修 

一般研修 新規会計事務担当職員研修会、交通法規講習会等 

      （備考） 派遣職員については上記の研修の他、派遣元の市町村が実施する研修に参加しています。 

併任職員については、併任元の市町村が実施する研修に参加しています。 
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（２） 勤務成績の評定 

実施年月日 令和５年１月１日 

対象者 派遣職員 

対象期間 令和４年４月１日から令和５年３月 31日まで 

評価項目 業績評価・能力評価・意欲（意識）評価 

評価方法 Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階 

（備考） 併任職員については、併任元の市町村において行われます。 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１） 福祉 

職員の相互共済及び福利増進等を目的とした福利厚生制度及び共済組合制度などの諸制度につ

いて、派遣及び併任職員は派遣及び併任元の市町村の制度に加入しています。 

 

（２） 安全衛生管理 

職員の健康の保持増進を図るとともに快適な職場環境の形成に努めています。派遣及び併任職

員の健康の保持にあたっては、派遣及び併任元の市町村が実施する健康診断等を受診しています。

直接雇用職員の健康診断等については、総務課において計画実施しています。 

 

（３） 職員の災害補償    

公務災害・通勤災害の認定件数 ０件 

 

８ 公平委員会の状況 

業務の種類 件数 

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０人 

不利益処分に関する不服申立ての状況 ０人 

 


